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1.はじめに 

近年，地球温暖化の影響によると思われる豪雨・干ばつ・台風の強大化などの災害外力（災害を引き起こす力）

の増大を実感する機会が増えてきている．令和元年東日本台風（台風 19 号）や令和 2 年度 7 月豪雨の際に，気象

庁より大雨特別警報が発表されたことは記憶に新しい．一方，我が国の社会・防災基盤は高度経済成長期に整備さ

れたものが多く，その大部分は老朽化しつつあるが，自然環境の保護を訴える世論や公共事業費の削減によりその

更新すらままならない状況となっている． 

そこで本研究では，小松・押川（2008）により提案された広義の防災力を意味する「災害免疫力」1)の実用化を目

指し，気象情報（主に降水量）と災害情報（災害の分類・被災箇所・被害内容）から災害免疫力に関係するこれら

の相関関係の一端を明らかにする．ここでは佐賀県と福岡県，青森県を対象に，過去の気象情報（降水量）と災害

情報（災害被害額）の関係，すなわち降水量の災害への寄与を調べた． 

2.研究方法 

災害リスクの高い低平地が拡がる佐賀県と比較対象とする福岡県および青

森県を対象に，豪雨・台風災害（佐賀県 108 件：1995-2012，2018-2019 年，

福岡県 65 件：1999-2012，2017-2018 年，青森県 116 件：1989-2019 年)に関し

て，災害外力として「災害期間総降水量，災害期間最大 1 時間降水量，災害

期間最大日降水量」，被害情報として「県内災害被害額」の関係を調べた．福

岡県と青森県を比較対象とした理由については，福岡県は佐賀県と同様な気

候（1981-2010 年の降水量と気温の平年値は佐賀県佐賀地点で 1870[mm]と

16.5[℃]，福岡県福岡地点で 1612[mm]と 17.0[℃]）2)であるものの，経済規模

や産業構造などが大きく異なること，一方，青森県は佐賀県および福岡県と

気候が顕著に異なるものの（青森県青森地点の 1981-2010 年の各平年値は

1300[mm]と 10.4[℃]）2)，佐賀県と県内総生産（経済規模）が同程度でかつ産

業構造が似ている（県内総生産のうち第 1 次産業[農林水産業]の割合が高い

農業県である）こと 3) , 4)，などから選出した． 

また佐賀県内の災害については，佐賀新聞や佐賀県災異誌 5)などから当該

イベントの詳細を把握して，風による被害が大きいと判別されるイベントを

対象外とした．そのため，豪雨災害と区別していない台風災害においては，

風害・塩害などが含まれている可能性がある．なお，各県で使用した雨量デ

ータ 6)の観測所（アメダス観測所・測候所・気象台）の位置は図 1，2，3 の通

りである． 

3.結果および考察 

災害外力として「災害期間総降水量，災害期間最大 1 時間降水量，災害期

間最大日降水量」，被害情報として「県内災害被害額」を用いた豪雨・台風災

害の降水量と被害の関係について，例として「災害期間総降水量の最大値」と「県内災害被害額」の佐賀県および

福岡県，青森県の結果をそれぞれ図 4～6 に示す（凡例は共通）．その際，被害額は全国消費者物価指数（2015 年基

準）7)により価値を補正した．また，それらを纏めた結果として，降水量と被害額の単相関の決定係数を表 1 に示す. 

図 2 福岡県内の雨量観測所 

図 1 佐賀県内の雨量観測所 

図 3 青森県内の雨量観測所 
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佐賀県・福岡県の降水量と被害額の関係は，350 億円規模の令和元年 8

月の秋雨前線による大雨（令和元年佐賀県豪雨）や 2000 億円規模の平成

29 年九州北部豪雨を含めて図 4，5 のようになっており，決定係数は 0.33, 

0.20 と一定の相関が確認できる．一方，青森県の降水量と被害額の関係

は，1000 億円規模ではあるが風による農作物被害が大きいと考えられる

平成 3 年台風 19 号の“りんご台風”が図には収まっていないものの図 6

のようになっており，決定係数は 2.2×10-3 とほぼ無相関であることが確認できる． 

降水量の多寡が最も判別し易い総降水量と被害の関係（図 4～6）を比較すると，佐賀県や福岡県（多雨地域）で

顕著な被害が発生し始める降水量は 400~500[mm]程度，青森県（少雨地域）では 100[mm]以下でも顕著な被害が発

生し始めることが見て取れる．また，紙面の都合上図等は割愛するものの，福岡県では被害額との相関（決定係数

0.38）が最も高い最大日降水量では佐賀県・福岡県 200[mm]，青森県 100[mm]程度，また 1 時間降水量では佐賀県・

福岡県 40~60[mm]，青森県 20~40[mm]程度で同様な非線形性が認められ，総降水量以外の降水量でも同様な傾向が

確認できた．すなわち，青森県のような少雨地域では，佐賀県や福岡県のような多雨地域と比較して少ない雨量で

被害が発生している．これらの多雨地域と少雨地域の「降水量」と「被害」の関係の差異の理由として，「災害免疫

力 1)」の違いが挙げられる．佐賀や福岡のような多雨地域では，地質・斜面等の自然が大きな外力を経験している

とともに，既往の大きな災害外力に対して現在までに多額の防災事業への投資を行ってきた効果として，現在の「災

害免疫力（インフラ，社会，地質や斜面等の自然の状態などを考慮した広義の防災力）」が大きくなっている．一方，

青森のような雨が少ない地域では，既往の災害外力が小さく地質・斜面等の自然が大きな外力を経験していない上

に，多雨地域と比較すると現在までの防災事業への投資が少ないために，現在の「災害免疫力」が小さくなってい

るものと考えられる． 

4.おわりに 

 本研究では，佐賀県と福岡県，青森県の近年の災害イベントに関して，降水量と災害被害額の関係について検討

を行った．その結果，青森県（少雨地域）は佐賀県や福岡県（多雨地域）と比較して少ない雨量で被害が発生して

いることが分かった．今後は，少雨地域と多雨地域の「降水量」と「被害」の関係の差異が「災害免疫力」による

という考えのもとで，佐賀県などの「現在及び将来の（温暖化・少子高齢化の影響などを考慮した）災害免疫力の

定量的評価」，「災害免疫力を評価軸とした将来の災害リスク評価」などの研究を行っていく予定である． 
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図 4 佐賀県の総降水量と被害額の関係 図 5 福岡県の総降水量と被害額の関係 図 6 青森県の総降水量と被害額の関係 

佐賀県 福岡県 青森県

災害期間

総降水量の最大値
0.33 0.20 2.2×10-3

災害期間

最大日降水量
0.30 0.38 2.5×10-3

災害期間

最大1時間降水量
0.27 0.30 1.0×10-2

表 1 降水量と被害額の単相関の決定係数 

土木学会西部支部研究発表会 (2021.3)II-082 土木学会西部支部研究発表会 (2021.3)II-082

-270-


